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2007年4月、総長、理事会より図書館長に対
し「21世紀の教育研究グランドデザインの達成内
容と今後の検討課題」が提示された。ここでは、創
立125周年を迎える2007年度までの達成目標
を述べた「グランドデザイン」を総括するとともに
今後10年間の達成目標にかかわる理事会の基本的
な考え方が説明され、これとの関係において今後の
総合大学としての図書館のあり方についての基本的
な考え方が諮問された。図書館においては、図書館
長の諮問機関である図書館協議員会において意見を
とりまとめ、7月の「中間報告」をはさんで2008
年2月に最終的な「答申書」を総長に提出した。こ
の 間、10 月 に は『「Waseda Next 125」中 間
報告に関する理事会の基本的な考え方』が提示され
12月の全学の教職員に対する説明会をはじめとし
てさまざまなチャンネルで意見聴取がすすめられ
た。図書館においても答申をとりまとめるにあたり、
図書館職員をはじめ図書館協議員をつうじて可能な
かぎり関連する教職員の意見集約につとめた。以下
に「答申書」の要旨を示す。
１． 「Waseda Next 125」と
図書館のミッション
図書館は、学術情報基盤の要として、利用者が必要
とする図書館情報資源の構築と図書館サービスの充実
および学術情報受発信機能の強化を通じて、「Waseda 
Next 125」が掲げる「早稲田」から「WASEDA」を実
現する。
２．「Waseda Next 125」と
　  図書館の戦略的課題
・教育、学習支援に必要とされる情報資源を的
確に提供する
・教員、学生による情報資源の利用を積極的に
支援、推進する
教員、学生による学術情報資源の有効な活用を積極
的に支援し、基盤的教育の充実を図るために、学部、
大学院、オープン教育センター、メディアネットワー
クセンター、遠隔教育センターなどと連携して、全学
的な図書館情報リテラシー教育の展開を推進する。特
に、入学後の出来るだけ早い機会に、情報や情報手段
を分析的・批判的に評価し、主体的に活用できるため
の基礎的な資質に働きかけていくことが教育分野にお
いては重要であり、「自学自習」には不可欠である。
・学生の「自学自習」を支援し、充実した情報資源の
利用を高めるサービスモデルを実現する
・図書館職員の教育現場へのより直接的な参画を実
践する
学生の「自学自習」に対応して、全学を対象とした汎用
的な図書館情報リテラシー教育に加え、学部、大学院
等との連携のもと個別的なニーズに応えるサービスモ
デルを構築する。また、ここにおいて図書館職員の教
育現場へのより直接的な参画をめざす。例えば、本学
の充実した学術情報資源をいっそう身近なものとする
ために、古典籍総合データベースを活用した教材を教
員と協働して提供することや、ネットワーク環境下に
おける非来館型の図書館サービスとして、オンライン
レファレンスなどの新たな利用者接点サービスを積極
的に展開する。「Waseda Next 125」と
図書館の戦略的課題
図書館協議員会答申［要旨］
図書館は「教育の早稲田」を実現するために1
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・学術情報資源の収集・提供の充実をはかる
研究者が必要とする学術情報資源をより有効にかつ
迅速に収集・提供するためのIT環境・施設的環境の
整備や図書関係予算諸制度の見直しを進める。とりわ
け、西早稲田キャンパスにおける研究支援体制のいっ
そうの改善・強化を図ることを目的として、高田記念
図書館を組織的中核とした施設的環境の整備を重点課
題とする。
・研究者支援体制を強化する
個々の研究者へのより直接的な研究支援体制を強
化し、生み出される研究成果（学位論文・学術論文な
ど）に対して統合的なマネジメント支援機能（学術情
報資源の保存と発信の実現など）を有する「リエゾン
ライブラリアン制度」を確立する。「リエゾンライブラ
リアン」は、研究、教育へのより直接的な関与を通じ
て広範な研究教育支援を実現する。また、「リエゾン
ライブラリアン制度」を有機的、組織的、機動的に機
能させるため、「リエゾンオフィス(仮称)」を設置する。
「リエゾンオフィス」は、MNC、研究推進部、大学出
版部などの学内関連諸機関とも緊密な連携をとりな
がら、図書館に期待される役割、例えば、研究活動に
対する組織的なサポート、若手研究者の育成支援、分
野横断的プロジェクト管理、研究評価、研究成果の保
存・発信および教育への還元などに応えていくための
機能・体制を整備する。
・本学の研究成果、教育資源、文化資源の発信
を積極的に支援、推進する
本学が有するあらゆる研究成果、教育資源、文化資
源を広く社会に還元するために、文化推進部や文化推
進会議との連携のもと、本学の学術情報発信基盤の整
備を推進する。また、本学の国内地域連携、さらにア
ジア太平洋地域を中心とした国際連携における今後の
事業展開を念頭に、図書館が果たすべき役割と取り組
むべき実践的な課題について検討する。
・開かれた図書館としての適切なサービスのあ
り方を検討する
校友会等と連携して、校友、在学生家族をはじめと
してより多くの人々に対して、より広範かつ多様な図
書館サービスを提供する。また、学生、教職員への利
用サービスを中心としたうえで、地域等への適切な
サービスのあり方を検討する。
・財源の安定的な確保をめざし、図書関係予算
の効率的な運用体制を確立する
・図書館諸制度、システム、IT環境の改善に主
体的に取り組む
・より高度なスキルと知識を持ち、図書館サー
ビスの中核的な役割を実践できる図書館職員
の育成と若手研究者との教職協働を実現する
今後の図書館における戦略的諸課題に対応するた
め、基礎的な調査、研究、開発などに図書館自身が主
体的に取り組み、改革に向けた様々な諸施策を提言し
ていくことを目的として総合研究機構などと連携し
て、図書館内に、研究開発部門を設ける。そこでは、
高度な知識とスキルを持ったリエゾンライブラリアン
と、若手研究者が協働して、高度情報化社会や知識創
造型社会に対応した図書館機能の強化・充実に向けた
基礎的な調査、研究を行う。
図書館は「研究の早稲田」を実現するために2
図書館の動き：図書館サービスの改善と諸課題について
図書館は「開かれた早稲田」を実現するために3
これらを支える「図書館」を実現するために4
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３. 図書館サービスの改善と
諸課題
以上に述べた図書館のミッションと戦略的課題への
対応に向けて、この間の図書館サービスの改善の概要
と取り組むべき当面の諸課題（短期的戦略課題：2007
～ 2010年）を整理する。
・図書館利用環境の維持、改善と適切な図書館
資料収蔵スペースの再配分、拡充をはかる
高田早苗記念研究図書館は、西早稲田キャンパスの
各教員図書室等の蔵書を共同管理すると共に各教員図
書室との一体的な運営を基本方針とし、1994年4月
1日に開館したが、その後、２号館書庫部分の施設的
な改善、拡充がほぼ困難な見通しとなっており、同館
および各教員図書室における書庫の満杯状況の解消が
喫緊の課題となっている。関連する各教員図書室が現
在、所蔵する雑誌コレクションを施設的に集約するこ
とは、全学の共同利用の観点からも重要な図書館施策
と考える。また、同施設の拡充と並行して、関連する
各学術院、研究科等とのいっそうの連携、協力体制の
もと、大学院学生、研究者を対象としたサービス体制
の組織的整備（高田記念図書館の機能強化）について
も施設的環境の改善策の一環として取り組んでいく必
要がある。戸山、大久保、所沢、本庄、その他各キャ
ンパスについても、各々の整備計画の進捗状況および
各箇所の意向等も十分に踏まえ、図書館施設の拡充を
すすめたい。
・教育研究活動を基盤的に支援するために必要
な図書館情報資源の構築を推進する
図書関係予算制度の見直し
　図書館における学術情報の受発信基盤の強化、拡充
をさらに推進するためには、財政的な基盤の整備（図
書館予算制度の構造的見直しや外部資金調達）をはじ
めとして、これまでの図書館諸制度（図書館サービス
を提供するための制度的な枠組み）の抜本的な見直し
は不可避である。この間の電子媒体資料の導入整備状
況と学内の研究・教育体制の整備状況を踏まえ、大胆
な制度の見直しが必要である。
データベース、電子ジャーナル導入にかかる図書館コ
ンソーシアムの構築
本学図書館は、電子ジャーナル、データベース導入
にかかわる公私立大学図書館コンソーシアム（Private 
& Public University Libraries Consortium, PULC）
の運営において幹事会事務局として各出版社との交渉
の窓口となるなど中心的な役割を果たしてきた。今後
とも国内、海外の諸コンソーシアムとの連携強化に向
けて積極的な役割を発揮すると共にスケールメリット
を活かした電子媒体資料導入のコンソーシアム契約交
渉を継続的に実施する。
古典籍総合データベースの構築
2005年度より5 ヵ年計画により本学中央図書館が
所蔵する和漢の古典籍約30万冊を目録所在情報と共
に全文を電子化しデータベースとして学内構成員はも
とより広く社会に公開することとした。当面は、計画
の完遂に全力を傾注したい。
学術機関リポジトリの構築
2005年度より学内で産み出された教育研究成果を
図書館に設置されたリポジトリ（格納庫）に電子媒体
により蓄積し広く社会にむけて公開することとした。
初年度より、各学術院等から刊行されてきた紀要に掲
載された学術論文を組織的に電子化し、公開を始め、
現在も継続的に事業を展開している。また、新たに開
発、ベータ版のリリースを予定している「紀要等編集
査読システム」や上で述べた「古典籍総合データベー
ス」の中期的な展開との関連で、教員、研究者とのいっ
そうの連携をはかる趣旨から、今後の教育研究成果の
電子的な蓄積と発信の具体的な展開について組織横断
的な検討を進める。
・利用者ニーズに対応した図書館サービスの拡
充、充実をはかる
アクセスの改善と利用者接点業務の再構築
電子ジャーナル、データベース導入の拡大、利用の
浸透と歩調をあわせアクセス環境の改善を経常的にす
すめてきたが、より一層の利用の拡大をはかることを
目的として図書館情報リテラシーの取り組みを強化す
る必要がある。この間、オンラインチュートリアルの
コンテンツの拡充、学術情報検索ポータルの見直し、
利用者来館型における接点業務の改善や利用者のアク
セス環境の多様化、進化に対応した新たな利用者接点
施設的環境の改善（Library as place）1
図書館情報資源の充実と拡充（Contents）2
利用者サービスの充実と拡充
（Services at anytime, anyplace）3
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業務の創造、再構築などに取り組んでいる。今後は、
利用者の多数を占める学部学生に対する教育・学習支
援の観点から教育現場に密着した取り組みを推進した
い。また、MNCや学内関連箇所との有機的な連携、
協力の体制や箇所横断的な利用者広報の体制なども視
野に入れた総合的な検討を速やかに開始し、本学にお
ける研究、教育、学習活動の展開に図書館サービスが
ネットワーク環境下でより直接的に、かつ快適に提供
できる体制の構築をめざす。
開館・開室時間の延長、開館・開室日数の拡大
各キャンパスや設置箇所の諸事情により、各図書
館、図書室、読書室等の開室日数や利用時間は、個別
に定められていたが、段階的な見直し、改善を経て、
2007年度より中央図書館の開館時間延長（21時→22
時）と日曜開館日数を拡大（33日→36日）し、年間の
開館日数を310日とした。また、西早稲田キャンパス
の学部学生読書室においては、WINEネットワーク参
入や利用規則の平準化などの成果を踏まえ、貸出、返
却を中心としたカウンター業務および書架整備業務な
どの定型的基盤業務について、各学部と調整を取りな
がら高田記念図書館を中心とした一体的な業務委託体
制を構築し、開室時間および開室日数の拡充、平準化
を推進している。また、これら整備の進捗と歩調をあ
わせながら、今後、サービス業務総体のあり方に関す
る評価、点検、改善を継続的に実施したい。
・諸課題の実現を担う図書館職員の育成をすす
める
図書館組織の再編
図書館業務処理体制の見直しについては、2003年
度より図書の発注、受入、目録業務に関わる共通業
務の集約化を主軸として資料管理課の設置など、図
書館組織の再編、業務処理体制の整備を行ってきた。
2005年度では、西早稲田キャンパスにおける雑誌管
理業務の集約化を視野に入れた見直しを進め、2006
年度より雑誌課業務を資料管理課業務に統合した。ま
た、電子媒体による学術情報の受発信基盤の要として、
図書館が積極的な役割を担うことを目的に「学術情報
課」を「情報管理課」へと改組し、電子媒体による情報
基盤整備に一元的、集約的な対応が可能な体制とした。
当面、施設的な環境改善の動向を踏まえ、必要かつ効
果的な業務処理体制の見直し、組織の再編についての
検討を継続的に進めたい。
図書館職員の育成
図書館の組織再編と共通的諸業務の集約化にあたっ
ては、アウトソーシング手法を導入し、効率化を図り
ながら一体的な図書館サービスの改善を実現してき
た。しかし、一方で、とりわけ基盤業務に関わる業務
処理体制にアウトソーシングが浸透していくことに伴
い、専任職員業務のコンピテンシーともいうべき中核
的業務ないし職務の輪郭が現場レベルで不明確になっ
てくるという事態を生じつつある。紙媒体による蔵書
の保全、管理、提供にかかわる基盤業務の見直しや継
承すべきスキルの検討と併せて、新たな環境に対応
する専任職員の中核的業務ないし職務、役割について
中・長期的な視点から検討を深め、目指すべき図書館
員としての方向性を具現化する必要がある。当面、図
書館職員の育成に必要な諸条件（適切な年齢構成や要
員数、業務処理体制や図書館組織のあり方等々）や図
書館職員に関わる労働市場の動向などについての検討
を進め、大学全体の職員人事施策との整合性も勘案し
ながら、図書館職員に関する諸施策を具体化する。
図書館組織の再編（Personnel）4
図書館の動き：図書館サービスの改善と諸課題について
